
令和５年度第１回日光市総合教育会議次第 

 

日 時：令和５年７月２０日（木）午後１時３０分～ 

場 所：本庁舎３階 大会議室 

 

１ 開会 

 

２ 市長あいさつ 

 

３ 会議の運営事項について                  

 

４ 報告事項 

 (1)  男女共同参画女性活躍推進事業について 資料１ 

    所管課：企画総務部 総務課 

 

 (2)  日光市におけるゼロカーボンに向けた取組について            資料２ 

    所管課：観光経済部 環境森林課 

 

５ その他 

 

６ 閉会 



男女共同参画・女性活躍推進事業について
企画総務部総務課

男女共同参画プラン日光第2期計画後期計画（Ｒ４～Ｒ７）に基づ
き、「一人ひとりが輝く男女共同参画社会」の実現を目指し、事業
を展開（周知・啓発セミナーなど）

G７栃木県・日光男女共同参画・女性活躍大臣会合

③ chart projectⓇワークショップ
事業内容
・男女共同参画に関するグラフを利用して、文星芸術大学講師
にchart作品を作成してもらい、ワークショップやイベント
等に展示することで、男女共同参画・女性活躍の現状を周知
する。

・小学校低学年を対象として、授業時間内にワークショップを
開催し、chart作品作成の体験を通し、男女共同参画意識の
醸成を図る。合計５クラス開催予定で、２学期中に市内４校
の教室にて実施する。

・商業施設（イオン今市店及び東武ワールドスクウェア）で
未就学児～小学生の若年層とその保護者を対象としたワーク
ショップを開催し、chart作品作成の体験を通して男女共同
参画意識の醸成を図る。
イオン今市店が８月５日（土）に開催予定。東武ワールドス
クウェアが１０月頃開催予定。

６月２４日、２５日

会合を契機にこれまで以
上に取組を加速させ、よ
り実効的な事業を実施す
る。

令和５年度からの事業展開

①Smart Work Women Project（SW²P：スワップ）
女性のデジタルワーク人材を育成し、女性の就業と活躍の
機会を創出する３か年の継続事業

②働く女性の活躍推進に関する事業
女性が働く環境の更なる向上に向けて、先駆的に取り組む
企業を支援する３か年の継続事業

③chart projectⓇワークショップ
若年層がグラフを利用して絵を描くワークショップを開催
し、男女共同参画について考える機会を創出する。

④男性の家事の鉄人育成事業
女性のワークライフバランスを推進するため、家事やアウ
トドアスキルを習得する男性を支援する事業

⑤小中学校男女共同参画・キャリア教育推進事業【教育委員会】
・日光子どもサミット（完了）、・G７給食（完了）
・女性活躍とキャリア教育に関する講話（継続中）

④男性の家事の鉄人育成事業
事業内容
・男性を対象に、生活に役立つ家事スキルなどを養成すること
により、男性の固定的性別役割意識の解消と家事への参加を
促し、女性が働きやすく活躍できる環境につなげる事業を10
月頃から実施する。

各事業の概要

資料１－１







日光市における
ゼロカーボンに向けた取り組み

日光市 観光経済部 環境森林課 気候変動対策係
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令和５年７月版

日 光 市

資料２



１．世界の動向

日光市におけるゼロカーボンに向けた取組
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異常気象

竜巻

ダウンバースト

集中豪雨

巨大台風

干ばつ

オゾンホール

地球温暖化

・世界の平均気温上昇を
産業革命以前に比べ
２°Cの上昇に保つことを
目標（１.５°C努力）
・１２５ヵ国１地域が２０５０
カーボンニュートラルを表
明

パリ協定（２０１６年） 脱炭素＝ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ

化石燃料からの
脱却

エネルギー政策
の転換

２．国の動向
２０２０年１０月 ２０５０年カーボンニュートラル宣言

２０２１年３月 地球温暖化対策推進法の一部改正

２０２１年６月 地域脱炭素ロードマップの策定

気候変動対策の強化・迅速化

地域における再エネ導入目標・地
域脱炭素化

脱炭素先行地域（２０２５年までに
少なくとも１００ヵ所選定

３．県の動向
２０３０年温室効果ガス削減目標－５０％（２０１３年度比） ※国は－４６％

とちぎ再生可能エネルギーＭＡＸプロジェクト等の各種重点プロジェクト実施



４．カーボンニュートラルとは？

日光市におけるゼロカーボンに向けた取組
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二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」から、植林や森林管理等によ
る「吸収量」を差し引いて、合計を実質的にゼロにする意味。

カーボンニュートラル
のイメージ図



５．温室効果ガスとは？

日光市におけるゼロカーボンに向けた取組
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①温室効果ガス・・・・

・大気中に含まれる二酸化炭素やメタン等の
ガスの総称。

・この他にも一酸化二窒素や六フッ化硫黄、
三フッ化窒素等がある。

③温室効果ガスの排出割合・・・・
・二酸化炭素：７６％ ・メタン：１５．８％
・一酸化二窒素：６．２％ ・フロン類：２．０％

④二酸化炭素が多い原因・・・・

・石炭や石油等の化石燃料の燃焼によるも
の。

・過去２０年間を見ると、大気の二酸化炭素
濃度の増加分の内、３/４以上が化石燃料に
よるもの。

・工場化が進んでいる先進国が二酸化炭素
排出の大きな割合を占めている。

・日本の二酸化炭素排出量は、世界でみると
３．２％。これは、中国、アメリカ、インド、ロシ
アに次いで５番目に多い結果。

②温室効果ガスの特徴・・・・

《二酸化炭素》＝炭酸ガスと呼ば
れ、炭酸飲料やドライアイス、ビー
ル等に使用。石炭や石油等の化
石燃料や木、プラスチック等を燃
やすと発生する。

《メタン》＝天然ガスの主成分で、
都市ガスに使われている。天然ガ
スの採掘、水田、家畜のゲップ、
糞尿等があり、二酸化炭素の２１
倍の温室効果がある。

《一酸化二窒素》＝身近なもので
は、全身麻酔等の際に使う笑気ガ
ス。二酸化炭素の３１０倍の温室
効果をもっている。

《フロン》＝元々は自然界に存在し
ない物質。１９６０年代以降、冷蔵
庫やエアコン等の冷媒用に開発さ
れた。オゾン層を破壊するため、
１９９７年から生産禁止。



日光市におけるゼロカーボンに向けた取組
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⑤温室効果ガスの働き・・・・

温室効果ガスには、太陽から放出される熱を地球に閉じ込めて、地表を温める働
きがある。この働きにより、地球の平均気温は約１４°Ｃに保たれている。

⑥温室効果ガスがなくなると・・・・

地球の表面温度は－１９°Ｃになる
とされている。地球温暖化の原因とし
て悪いものと捉えられがちな温室効
果ガスですが、実は、地球にはなくて
はならないもの。

⑦温室効果ガスが増えすぎると・・・・

地球から逃げていくはずの熱が放
出されずに地表に溜まりすぎてしまい、
気温が上昇する。

⑧地球の気温が上昇すると・・・・

異常気象が発生しやすくなるなど気候変動につながる。また、気温の上昇は生態
系にも影響を及ぼす。たとえば、気温が高くなることで、蚊の生息域が広まり、それ
によりマラリア熱などの感染症にかかる人が増えてしまうかもしれない。



当市における環境分野での最上位計画

平成22年に「第1次日光市環境基本計画」を策定し、
令和元年から「第2次日光市環境基本計画」として
改訂、現在に至っている。

本計画は、国際的な動きを反映し、自然共生社

会、資源循環型社会、低炭素社会の分野から、直

接的な取組や、都市計画等の分野計画への落とし

込み等の連携を図る計画として位置づけている。

日光市におけるゼロカーボンに向けた取組

６．日光市のエネルギー関連施策の動向

日光市役所が自ら行う事務・事業について、環境への負荷を低減させることを目

的として「日光市役所環境配慮率先行動計画」を策定しており、本計画では、温室

効果ガスの削減目標、削減に向けた取組、計画の推進体制などの基本的事項を

定めている。

日光市環境基本計画の包括範囲
（日光市第2次環境基本計画より）

（１）日光市環境基本計画

（２）日光市役所環境配慮率先行動計画
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日光市におけるゼロカーボンに向けた取組
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（３）第２次日光市総合計画基本計画（Ｒ４年度～Ｒ７年度）



日光市におけるゼロカーボンに向けた取組

７．日光市の取り組み

２０２１年（令和３年）１２月２４日、
２０５０年までに温室効果ガスの
実質排出量ゼロにする
『ゼロカーボンシティ』 の実現を
目指す宣言をしました。

（１）ゼロカーボンシティ宣言

8

全自治体の約46％（人口の約99.7％）
が表明済み。



日光市におけるゼロカーボンに向けた取組
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「カーボンニュートラルの実現」及び「地方創生の推進」に関する施策に関し、
相互の連携の強化を目的に、令和４年５月２３日に本協定を締結。

（２）東京電力パワーグリッド(株)との連携協定締結

※日光市と民間企業等との協働に関する提案募集制度に基づく。



日光市におけるゼロカーボンに向けた取組

再生可能エネルギーに関連する、実現可能性調査を踏まえた施策の取組方針
を検討し、将来ビジョン・脱炭素シナリオの構想を取りまとめ、施策に必要な対策
を具体化した上で、再生可能エネルギーの導入目標の策定。

（４）再生可能エネルギー導入目標策定

再生可能エネルギーの効果的・効率的な導入に向け、地域の特性に応じた有効
活用を図るため、市域内のゾーニング等を行い、ゼロカーボンに向け先行して取
り組むエリアを選定し、当該エリアの効果的な再エネ計画や合意形成を行う。

（５）市域内のゾーニング

10

日光市ゼロカーボンシティ宣言を受け、市内各分野（金融・商業・観光・農業等）
の方々とゼロカーボンに関する意見交換を行う組織として令和４年６月１日に設立。

（３）日光市ゼロカーボン推進協議会設立

「日光市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」の見直しを行うとともに、身近
な事業から進めてきた「脱炭素」に向けた取り組みを拡大。

（６）地球温暖化対策実行計画の改定



日光市におけるゼロカーボンに向けた取組

国立公園において、
先行して脱炭素化に
取組むことで、地域
の特徴、強みを活か
したカーボンニュー
トラルの推進を図る。
また、自然環境の保
全に配慮した脱炭素
化やサステナブルな
観光地づくり、国立
公園利用者への普及
啓発に取り組む。

（７）ゼロカーボンパークへの登録

▻ 登 録 地 ： 日光国立公園（奥日光地域）
▻ 登 録 日 ： 令和４年７月２２日
▻ 全国で１０番目の登録
▻ 近隣市町村では、那須塩原市や群馬県片品村などが登録済
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日光市におけるゼロカーボンに向けた取組
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地域脱炭素化の促進につなげるため、国の積極的な支援が得られるよう、
２０３０年までの脱炭素化に取組む環境省募集「脱炭素先行地域」に応募。

家庭など民生部門の電力消費に伴うＣＯ２排出実質ゼロを実現し、
その他の温室効果ガス排出削減についても、国全体の２０３０年度目標と整合
する削減を地域特性に応じて実現するモデル地域づくり事業。

選定されると
国からの財政支援を受けられる

創エネ・省エネに対して
５年間で最大５０億円の交付金

８．第３回脱炭素先行地域選定



日光市におけるゼロカーボンに向けた取組
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▻ 2025年までに全国で100ヵ所程度が選定される予定。

第１回募集 令和４年２月 76件応募・・・26件選定

第２回募集 令和４年８月 50件応募・・・20件選定

第３回募集 令和５年２月 58件応募・・・16件選定 （R5年4月28日）
日光市は「奥日光地域」を対象とし選定

●６本の取組内容

▻ 再エネの導入・地産地消拡大
（エネルギー）

▻ 災害に強いまちづくり （エネルギー）
▻ 温泉熱を有効活用した脱炭素とエネル
ギーコスト削減 （エネルギー）

▻ ＮＩＫＫＯ ＭａａＳを活用したモビリティの
スマート・クリーン化 （環境）

▻ 環境保全と景観向上 （環境）
▻ 環境保全を核とした教育旅行の拡大
（観光）

●選定結果通知



日光市におけるゼロカーボンに向けた取組
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評価委員会からの講評と期待

▹ 自然環境保全等も図るもので、観光と環境の同時実現モデルとして評価。
▹ 自治会向け説明会や各組合への合意形成を着実に進めており、計画の実
施体制が整っていることを評価。
▹ 地元金融機関2行が計画へ一定の理解を示し、協力関係が構築されてい
ることを評価。
▹ 温泉熱や太陽光等の脱炭素化を進めると共に、ＢＤ燃料バスやＥＶバス
への転換等、交通部門対策の実施に期待。
▹ 交通部門において、ゼロカーボン実現条例(仮)を制定し、滞在者(観光
客)も含め、取組の具体化に期待。
▹ サステナブルツーリズムの内容を国際的スタンダードを上回る形で、世
界に訴求できる日本を代表する先進例として期待。
▻地域資源である温泉熱や木質バイオマスを最大限に活用することにより、
事業者だけでなく住民に対しても裨益するよう貴市が主導する形で検討・
整理するとともに、それも含む脱炭素先行地域全体の取組としてどのよう
に観光の価値向上、サステナブルツーリズムにつながるかを明確化するこ
と。



① 温泉ガスによる腐食対策として、必要に応じて架台や基盤部に樹脂カ
バー施工を実施した太陽光発電(5,139kW)・蓄電池、LED照明を一般
住宅、宿泊施設、飲食物産店等に導入し、カーポート等によるオフサイト
PPAは地域限定再エネメニューとして
提供

② 既存水力発電のリパワ
リングにより、設備能力
を増強(450kW→
550kW)

③ 指定避難所である公共
施設に木質バイオマス
発電(40kW)を導入

日光市：雲の上のサステナブルリゾート「奥日光」：多様な観光資源と脱炭素による地元アップデート

１．民生部門電力の脱炭素化に関する主な取組

① 宿泊施設に温泉熱を活用した熱利用機器を導入し、利用後の排湯
(35℃前後)を駐車場の融雪機器に二次利用

② 飲食物産店と戸建住宅に高効率空調・給湯設備の導入や断熱改修、
省エネ診断を実施

③ 日光市ゼロカーボン実現条例(仮称)を制定し、NIKKO MaaSと連携
した来訪者の公共交通シフトや住民・来訪者のEV利用拡大を推進す
るとともに、宿泊施設等から回収した廃食油由来の燃料を域内運行の公
共バスで活用

２．民生部門電力以外の脱炭素化に関する主な取組

４．主な取組のスケジュール

３．取組により期待される主な効果

取組の全体像

脱炭素先行地域の対象 ： 奥日光エリア(湯元地区・中宮祠地区)

主なエネルギー需要家
共 同 提 案 者

：
：

一般住宅73戸、宿泊施設54施設、飲食物産店58施設、その他民間施設10施設、公共施設37施設
東京電力パワーグリッド株式会社栃木総支社、東武鉄道株式会社

① 宿泊施設等の観光関連施設においてエネルギー利用の効率化を進め、経
営負担軽減と脱炭素化によるブランディングを通じた観光誘客・地域活性
化を図る

② エネルギーの自給自足を通じ、長期インフラ遮断時における個々の需要家
のレジリエンス強化につなげ、災害に強いまちづくりに寄与

③ 新たな条例の制定を足掛かりにした交通の脱炭素化施策により、渋滞緩
和による生活利便性・滞在環境の向上や自然環境への負荷軽減を図る

観光シーズンの交通渋滞や災害時のインフラ遮断が課題となっている奥日光エリアにおいて、太陽光発電・蓄電池や温泉熱を活用した熱利用等により
脱炭素化を実現。灯油やLPガスの利用コスト削減により宿泊施設等の経営負担軽減を図るとともに、新たに制定するゼロカーボン実現条例(仮称)や
NIKKO MaaSと連携した公共交通シフトによる渋滞緩和、エネルギーの自給自足を通じたレジリエンス強化により、安心・安全で魅力的かつサステナブル
なリゾート地として発信。

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

オフサイト
PPA(太陽
光)の設置

地域限定再エネ電力メニュー提供

一般住宅、宿泊施設等へのオンサイトPPA(太陽光)・蓄電池の設置

木質バイオマス発電設備設置

温泉熱利用、高効率空調・給湯、断熱改修

日光市ゼロ

カーボン実
現

条例(仮称) EV導入

一般住宅、宿泊施設等へのLEDの導入

省エネ診断

廃食油バスの運行

15



太陽光発
電設備を
導入

再エ
ネ

LED照明・
高効率給
湯暖房設
備を導入

省エ
ネ

地域限定
再エネ
ニューを展
開

再エネ
メニュー
展開

蓄電池・
EVを導入

蓄電
池

中宮祠小
中学校に木
質バイオマ
ス発電機を
導入し避難
所機能強
化

木質

バイオマス
発電

温泉熱を
利用した
給湯暖房
設備導入・
融雪利用

温泉熱

カスケード
利用

ゼロカーボ
ン実現条
例（仮）を
制定、渋
滞緩和を
後押し

新条
例

未利用施
設の活用
により景観
向上・観光
価値向上

未利用施
設の活用

地域一体で
環境保全を
核としたコ
ンテンツ開
発、教育旅
行拡大

環境保全
観光

日光市におけるゼロカーボンに向けた取組
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17

■導入予定機器
・モデル：volter40 indoor
・容量（発電）： 40ｋＷ
・容量（熱量）： 100ｋＷ

木質バイオマス発電機導入

中宮祠小中学校に設置予定
※指定避難所

■スケジュール

日光市におけるゼロカーボンに向けた取組



日光市におけるゼロカーボンに向けた取組

18

９．脱炭素化に向けた再エネ及び省エネ住宅の一例

給湯・空調機
(温泉熱を利用)

省エネ設備
(LED照明 等)

蓄電池

太陽光発電
(屋根置き・駐車場屋根)

EV車・充電器

再エネ導入 省エネ推進 ＣＯ２削減＋ ＝



日光市におけるゼロカーボンに向けた取組

19
23

日光市
ゼロカーボンシティ宣言

市内各エリアにおける
脱炭素事業の推進 脱炭素先行地域

脱炭素のドミノ倒し！
他エリアへの波及！

大切な資源を
未来へ繋げる！

日光

足尾

栗山 藤原

今市
奥日光エリア

（湯元・中宮祠）

先行して脱炭素ヘ
向けて取り組む！

１３．脱炭素へ向けたイメージ図 （ピラミット型）

１
市民はじめ、事業者、
国、県及び他の自治体と
連携を図りながら、
ゼロカーボンシティの
実現に取り組むことにより、
多彩な環境交流を
楽しみ、育む、持続可能な
都市・日光を目指していく。



日光市におけるゼロカーボンに向けた取組

20

日光市観光経済部環境森林課気候変動対策係

ご清聴
ありがとうございました


